
令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

９０式戦車射撃訓練
用シミュレータ“保
守整備”ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

コンカレント日本
株式会社（東京都
台東区柳橋２丁目
１９番６号）

6010501003924

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がコンカレ
ント日本㈱のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。なお、本件は、２
年度及び３年度にも調
達を実施したところ、
一社応募・応札とな
り、同社と契約を締結
したものである。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
るものは現在確認され
ていない（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

10,426,900 10,426,900 100.00%

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

三菱電機特機シス
テム株式会社　営
業本部　（東京都
品川区大崎１丁目
１５番９号）

7010701017021

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
特機システム株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,776,500 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

三菱電機特機シス
テム株式会社　営
業本部　（東京都
品川区大崎１丁目
１５番９号）

7010701017021

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
特機システム株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,047,300 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部防
衛ビジネス統括部
（東京都千代田区
五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,353,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

エヌ・ティ・
ティ・コミュニ
ケーションズ株式
会社　ビジネスソ
リューション本部
第二ビジネスソ
リューション部
（東京都千代田区
大手町２丁目３番
１号）

7010001064648

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がエヌ・
ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,382,200 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

東芝インフラシス
テムズ株式会社
電波システム事業
部（神奈川県川崎
市幸区堀川町７２
番地３４）

2011101014084

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝イン
フラシステムズ株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

50,754,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（暗号書印
刷・製本装置）　１
ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

理想科学工業株式
会社　広域営業部
（東京都港区芝５
丁目３４番７号）

9010401031452

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が理想科学
工業株式会社のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,211,100 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

衛星単一通信統制局
装置の部外委託整備
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

株式会社エム・
シー・シー　営業
推進本部（東京都
港区新橋６丁目１
７番２１号）

2010001078727

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が株式会社
エム・シー・シーのみ
であり、当該契約にそ
の製造図書を必要とす
ることから、履行可能
な者が同社に限られる
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

29,491,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＡＨ－１Ｓ戦闘シ
ミュレータの委託整
備ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

三菱プレシジョン
株式会社　営業本
部防衛・宇宙事業
部（東京都江東区
有明３丁目５番７
号）

8010601032482

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
三菱プレシジョン株式
会社のみであり、当該
契約にその製造図書を
必要とすることから、
履行可能な者が同社に
限られるため。また、
本契約への新規参入者
を募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

101,711,500 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

電磁波管理サービス
の維持支援　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

株式会社ジョイン
ト・システムズ・
サービス（東京都
新宿区四谷本塩町
４番４１号）

1011101030207

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

68,750,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

官報その他広告料
２３６１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

独立行政法人国立
印刷局（東京都港
区虎ノ門二丁目２
番５号）

6010405003434

官報への公告等掲載業
務は、独立行政法人国
立印刷局のみが行う業
務であるため。(根拠
法令：会計法第29条の
3第4項)

1,999,767 1,999,767 100.00%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

官報その他広告料
２４８５ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月1日

独立行政法人国立
印刷局（東京都港
区虎ノ門二丁目２
番５号）

6010405003434

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が国立印刷
局のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。なお、本
件は、３０年度及び３
１年度にも調達を実施
したところ、一社応募
となり、同社と契約を
締結したものである。
また、本契約への新規
参入者を募る公示を常
続的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

2,104,795 2,104,795 100.00%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（塩基配列
解析装置（衛生分析
車ユニット用））ほ
か１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月4日

家田化学薬品株式
会社（東京都中央
区日本橋室町４－
３－４）

8030001045835

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が家田化学
薬品㈱のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、３０年度
及び３１年度にも調達
を実施したところ、一
社応募となり、同社と
契約を締結したもので
ある。また、本契約へ
の新規参入者を募る公
示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に
応募する者は現在確認
されていない。（根拠
法令：会計法第２９条
の３第４項）

4,620,000 4,620,000 100.00%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

身分証明書　幹部・
准尉用（ＩＣ付）ほ
か２件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月5日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部防
衛ビジネス統括部
（東京都千代田区
五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

本契約は競争に付した
結果、予定価格の制限
に達したものがいない
ことにより再度入札を
行ったが、落札者がい
なかったため（根拠法
令：会計法第２９条の
３第５項、予決令第９
９条の２）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

10,752,500 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＧＥＮＥＲＡＴＯＲ
の技術援助　１ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月5日

双日エアロスペー
ス株式会社
（東京都千代田区
丸の内１丁目８番
３号）

9010401021742

　本契約の履行に当
たっては、米国政府の
許可を経たハネウェル
社との技術援助契約が
必要であり、これらを
満足するのは契約相手
方である双日エアロス
ペース株式会社のみで
あるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,882,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

陸自業務システム
（補給管理機能（調
達会計業務））用ソ
フトウェアの改修
（令和４年度歳出
分）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月6日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

98,560,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（火力戦闘
指揮統制システム模
擬装置）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月6日

東芝インフラシス
テムズ株式会社
電波システム事業
部（神奈川県川崎
市幸区堀川町７２
番地３４）

2011101014084

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝イン
フラシステムズ株式会
社のみであり、当該契
約にその製造図書を必
要とすることから、履
行可能な者が同社に限
られるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

9,566,700 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月7日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,216,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

衛星幹線通信システ
ム統制局装置ＧＧＢ
Ｙ－３定期及び臨時
現地整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月8日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

24,970,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月12日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝電波
プロダクツ株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

11,490,600 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月12日

ＮＥＣネットワー
ク・センサ株式会
社　維持整備本部
（東京都府中市日
新町１丁目１０番
地）

7012401000240

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者がＮＥＣ
ネットワーク・センサ
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,600,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月13日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部防
衛ビジネス統括部
（東京都千代田区
五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

15,015,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

指揮所訓練センター
用ソフトウェアの改
修（令和４年度歳出
分）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月13日

富士通株式会社
ナショナルセキュ
リティ事業本部防
衛ビジネス統括部
（東京都千代田区
五番町１番地１
野村不動産市ヶ谷
ビル）

1020001071491

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

449,900,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空戦闘指揮統制模
擬装置等のシステム
維持・整備支援　１
ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月13日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

24,014,100 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空射場管制装置等
（静内対空射場）の
現地整備（修理）
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月13日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
東芝電波プロダクツ株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,757,600 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ロングボウ・システ
ムの維持　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月13日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

　本契約の履行に当
たっては、米国政府の
許可を経たロングボ
ウ・インターナショナ
ル社との技術援助契約
が必要であり、これら
を満足するのは契約相
手方である三菱電機株
式会社のみであるた
め。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

431,992,500 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

陸自網管理装置の維
持・整備支援　１Ｓ
Ｔ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月14日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

51,480,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

交戦訓練用装置Ⅱ型
及び実動訓練評価支
援器材に関する訓
練・普及教育業務の
支援　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月14日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

209,000,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月15日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が三菱電機
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

56,705,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月15日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,156,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（システ
ム・ネットワーク管
理装置検証用装置）
ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月18日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

55,110,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（野外通信
システム検証用装
置）ほか１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月18日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

37,620,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月19日

富士通特機システ
ム株式会社　経営
推進・特機ビジネ
ス統括部（東京都
千代田区五番町１
番地１野村不動産
市ヶ谷ビル）

9020001070098

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が富士通特
機システム株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,684,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月20日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

15,620,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（平導院検
証機）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月20日

株式会社ジョイン
ト・システムズ・
サービス（東京都
新宿区四谷本塩町
４番４１号）

1011101030207

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

131,450,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

保守整備（質量分析
装置（衛生分析車ユ
ニット用））ほか１
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月21日

住商エアロシステ
ム株式会社
（東京都千代田区
一ツ橋１丁目２番
２号）

1010001020185

本契約は、契約履行に
必要な製造図書(製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料)を利
用できる者が住商エア
ロシステム㈱のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。なお、本件は、３
０年度及び３１年度に
も調達を実施したとこ
ろ、一社応募となり、
同社と契約を締結した
ものである。また、本
契約への新規参入者を
募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

7,975,000 7,975,000 100.00%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

野外通信システム模
擬装置等維持運用支
援　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月21日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本電気
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

23,419,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

対空射場管制装置
（六ケ所対空射場）
の現地整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月21日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
東芝電波プロダクツ株
式会社のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。ま
た、本契約への新規参
入者を募る公示を常続
的に行っているとこ
ろ、当該公示に応募す
る者は現在確認されて
いない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,956,700 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ターボシャフト・エ
ンジンＴ７００－Ｉ
ＨＩ－７０１Ｃの維
持　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月21日

株式会社ＩＨＩ
航空・宇宙・防衛
事業領域防衛シス
テム事業部営業部
（東京都江東区豊
洲３丁目１番１
号）

4010601031604

　本契約の履行に当
たっては、米国政府の
許可を経たゼネラルエ
レクトリック社との技
術援助契約が必要であ
り、これらを満足する
のは契約相手方である
株式会社ＩＨＩのみで
あるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

79,587,200 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

定期点検整備（小火
器射撃評価システム
１型）ほか２１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月22日

株式会社日立国際
電気　特機事業部
（東京都港区西新
橋２丁目１５番１
２号）

2010001098064

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が㈱日立国
際電気のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、２年度及
び３年度にも調達を実
施したところ、一社応
募・応札となり、同社
と契約を締結したもの
である。また、本契約
への新規参入者を募る
公示を常続的に行って
いるところ、当該公示
に応募するものは現在
確認されていない（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

72,732,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

小火器射撃評価シス
テム３型“現地整
備”　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月22日

株式会社日立国際
電気　特機事業部
（東京都港区西新
橋２丁目１５番１
２号）

2010001098064

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が㈱日立国
際電気のみであり、当
該契約にその製造図書
を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。な
お、本件は、２年度及
び３年度にも調達を実
施したところ、一社応
募・応札となり、同社
と契約を締結したもの
である。また、本契約
への新規参入者を募る
公示を常続的に行って
いるところ、当該公示
に応募するものは現在
確認されていない（根
拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,716,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

エアホース（ブレー
キホース）ほか１９
件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月22日

日本トレクス株式
会社　特装営業部
（東京都品川区東
品川３丁目１５番
１０号）

6180301010542

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方1者のみであっ
た。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,645,465 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＡＨ－６４Ｄ整備実
習用教材の定期点検
整備　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月22日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　航空宇宙カ
ンパニー（栃木県
宇都宮市陽南１丁
目１番１１号）

5011101019196

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
株式会社ＳＵＢＡＲＵ
のみであり、当該契約
にその製造図書を必要
とすることから、履行
可能な者が同社に限ら
れるため。また、本契
約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公
示に応募する者は現在
確認されていない。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

7,069,700 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

使用済自動車の再資
源化預託金等ほか１
８件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月25日

公益財団法人自動
車リサイクル促進
センター　資金管
理センター　（東
京都港区芝大門１
丁目１番３０号日
本自動車会館１１
階）

9010405008752

自動車リサイクル法に
より随契、資金管理法
人は法の規定で１者の
み

3,187,570 3,187,570 100.00%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＵＨ－１Ｊ操縦訓練
シミュレータの定期
点検整備　１ＵＮ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月25日

三菱プレシジョン
株式会社　営業本
部防衛・宇宙事業
部（東京都江東区
有明３丁目５番７
号）

8010601032482

本契約には、契約履行
に必要となる製造図書
（製造図面、組立図及
び作業標準書並びに検
査要領等の企業所有資
料）を利用できる者が
三菱プレシジョン株式
会社のみであり、当該
契約にその製造図書を
必要とすることから、
履行可能な者が同社に
限られるため。また、
本契約への新規参入者
を募る公示を常続的に
行っているところ、当
該公示に応募する者は
現在確認されていな
い。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

2,475,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

ＭＩＤＦＲＡＭＥ
ＡＳＳＹのオーバー
ホール　４ＥＡ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月25日

株式会社ＩＨＩ
航空・宇宙・防衛
事業領域防衛シス
テム事業部営業部
（東京都江東区豊
洲３丁目１番１
号）

4010601031604

　本契約の履行に当
たっては、米国政府の
許可を経たゼネラルエ
レクトリック社との技
術援助契約が必要であ
り、これらを満足する
のは契約相手方である
株式会社ＩＨＩのみで
あるため。（根拠法
令：会計法第２９条の
３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

9,788,900 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月26日

日本無線株式会社
特機営業部　（東
京都中野区中野４
丁目１０番１号）

3012401012867

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本無線
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,600,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

通信電子器材現地診
断・整備　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月26日

日本無線株式会社
特機営業部　（東
京都中野区中野４
丁目１０番１号）

3012401012867

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が日本無線
株式会社のみであり、
当該契約にその製造図
書を必要とすることか
ら、履行可能な者が同
社に限られるため。
（根拠法令：会計法第
２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

6,853,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

可動率向上施策検証
に係る整備作業の技
術役務　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

菱重特殊車両サー
ビス株式会社
（東京都新宿区片
町４番３号）

1011101022740

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

3,531,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

弾薬類システム用
データ移行役務　２
ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

日本電気株式会社
宇宙・防衛営業本
部　（東京都港区
芝４丁目１４番１
号）

7010401022916

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

129,910,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

技術援助“通信電子
器材等”（ＵＡＶ
（狭域用）ＪＤＸＳ
－Ｈ１）　１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

株式会社ネクシス
光洋（北海道旭川
市永山四条２－３
－１０）

2450001001231

契約の履行に当たって
は、技術設備等が必要
であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相
手方１者のみであった
ため。（根拠法令：会
計法第２９条の３第４
項）

7,361,200 7,084,000 96.23%



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

０３式中距離地対空
誘導弾（改善型）品
質確認射撃支援役務
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

三菱電機株式会社
防衛システム事業
部　（東京都千代
田区丸の内２丁目
７番３号）

4010001008772

本契約の履行に当たっ
ては、技術設備等が必
要であり、公募を実施
したが、応募者が契約
相手方１者のみであっ
たため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

149,300,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

受信処理装置定期及
び臨時現地整備ほか
２件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

東芝電波プロダク
ツ株式会社　営業
本部（東京都新宿
区市谷本村町３番
２９号）

1020001081053

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が東芝電波
プロダクツ株式会社の
みであり、当該契約に
その製造図書を必要と
することから、履行可
能な者が同社に限られ
るため。（根拠法令：
会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

79,394,700 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

受信記録装置定期及
び臨時現地整備ほか
１件

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

株式会社光電製作
所　　（東京都大
田区多摩川２丁目
１３番２４号）

9010801024873

本契約は、契約履行に
必要な製造図書（製造
図面、組立図及び作業
標準並びに検査要領等
の企業所有資料）を利
用できる者が株式会社
光電製作所のみであ
り、当該契約にその製
造図書を必要とするこ
とから、履行可能な者
が同社に限られるた
め。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

58,960,000 -



令和４年度４月分

公益
法人
の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応
札・
応募
者数

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び理
由（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備
考

戦闘ヘリコプターＡ
Ｈ－６４Ｄの維持
１ＳＴ

陸上自衛隊
補給統制本部
調達会計部長
濱松　泰広
東京都北区十条台１－５
－７０

令和4年4月27日

株式会社ＳＵＢＡ
ＲＵ　航空宇宙カ
ンパニー（栃木県
宇都宮市陽南１丁
目１番１１号）

5011101019196

　本契約の履行に当
たっては、米国政府の
許可を経たボーイング
社との技術援助契約が
必要であり、これらを
満足するのは契約相手
方である株式会社ＳＵ
ＢＡＲＵのみであるた
め。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４
項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い

1,518,846,800 -


